















































































































































































































































































































から 2000年には 198億 4,900万リンギへ、さらに 2006年には 202億 2,790
万リンギへと大幅に増加した。一人当たり GDPは、1987年の 4,834リンギ




































































































人、労働力人口 1,132万人、失業率 3.7パーセントである（Jabatan Perang-
kaan Malaysia 2010b: 25）。労働力に占める外国籍の者の比率は 9.7パーセ
ントで、2005年の 9.9パーセントからはやや減少した（Jabatan Perangkaan 

























































































































































































































































 4 人口に占める比率は 2010年の数値。Jabatan Perangkaan Malaysia（マレーシ
ア統計庁）による。
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